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The comparative study of the Model to Create a New Business 





A purpose of this paper is that a company belonging to the material industry that is the market of 
the B2B of upper reaches makes the source of the model to create a new business clear.  The two 
companies of the middle range which got high profit continuously selected, and compared the new 
business creation model of both companies.  We would like to analyze it about the strategy, structure 
of the operation, human resources development system of the company which continued growing up 
continuously. 
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図２ 3 × 2 のテクノロジー・マーケット・マトリクス 
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また、大江（1998）は競争社会においては、他社がその技術および市場について、「既知」であるか
「未知」であるかも重要な要素であるため、他社の市場と技術に関する状況についての区分を追加した
「新規事業の 3 × 3 マトリクス」を作成した。 
ここで、図２に示した原田の 3 × 2 のテクノロジー・マーケット・マトリクスはあくまでも新規製
品を開発するにあたり、自社にとって新規技術の開発を要するか既存技術の応用で開発可能かという点
で区分したものである。しかし、新規事業を創造する際には、大江（1998）が提唱するように他社の
状況も重要な要素となるため、この 3 × 2 のマトリクスの技術、市場の両軸に他社の状況についての
















図３ 新たに提唱した新規事業の 4×3 マトリクス 
 

































図４ 新規事業戦略の 3 つの選択肢 
 
















































































































































































図９ JSR の新規事業の実績例 
 











をはじめから JSR に任せるようになるという好循環が生まれている。 
このように研究開発テーマとしては、基盤技術をベースにして、顧客からのニーズに対応する応用
研究が主体となっている。しかし、主力製品である LCD はその技術革新がほぼ一巡しており、業界



































図10 JSR の人材ローテーション 
能力育成期間 
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 3 ．新規事業創造プロセスの比較分析 
































このような 2 社の新規事業の創造に向けたプロセスを図12に示す。 
日東電工は直接取引のある一次顧客から顧客も把握できていない潜在ニーズを事務系営業担当者が汲
者





































(a)(b) JSR の新規事業創造プロセス 













メーカー 営業担当者 営業担当者の育成システム 
日東電工 事務系 ・自社オリジナルの教育システムで実施 
・技術的知識の教育、販売力の強化を実施 
JSR 技術系 ・入社10年目までを能力育成期間とし、ローテーションを実施 
・研究所－営業部門間のローテーションは必要に応じて随時実施 
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